
財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

団体名　　青森県 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

138,845 222,038 20,209 381,093

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 709,552 705,013 4,539 1,696 21,252 1,276,636 基金からの繰入20,811

青森県公債費特別会計 138,295 138,295 0 0 115,040 0

青森県肢体不自由児施設特別会計 2,330 2,260 70 70 950 0

青森県証紙特別会計 2,719 2,563 156 156 108 0

青森県管理特別会計 1,272 1,137 135 135 0 0

青森県鉄道施設整備事業特別会計 947 946 1 1 356 1,367

青森県母子寡婦福祉資金特別会計 454 356 98 0 29 2,540

青森県小規模企業者等設備導入資金特別会計 10,667 7,457 3,210 0 2 18,100

青森県農業改良資金特別会計 282 148 134 0 2 202

青森県林業・木材産業改善資金特別会計 617 28 589 0 0 0

青森県沿岸漁業改善資金特別会計 181 126 55 0 1 0

一般会計等 710,003 701,016 8,987 2,057 1,298,844

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

青森県病院事業会計 17,894 18,637 △ 743 3,078 4,120 7,630 6,699 法適用

青森県工業用水道事業会計 949 773 △ 193 2,235 0 2,641 0 法適用

青森県電気事業会計 484 1,212 △ 728 1,043 0 0 0 法適用

青森県港湾整備事業特別会計 3,479 3,460 19 2,191 2,317 15,693 9,537

青森県下水道事業特別会計 4,530 4,433 97 48 1,100 11,617 6,970

青森県駐車場事業特別会計 531 528 3 3 308 1,107 557

公営企業会計等　計 8,598 38,687 23,764

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

青森県新産業都市建設事業団 748,563 564,474 184,089 △ 5,158 0 0 1,393

　　金矢工業用地造成事業 8,198 837 7,361 △ 1,393 0 0 1,393

　　桔梗野工業用地造成事業 72,019 121,747 △ 49,728 △ 3,322 0 0 0

　　百石住宅用地造成事業 100,194 856 99,338 △ 1,777 0 0 0

　　　八戸北インター工業用地造成事業 568,151 441,035 127,116 1,333 0 0 0

一部事務組合等　計 △ 5,158 0 1,393
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４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

青い森鉄道株式会社 △ 11 485 330.0 0 0 0 0 0

むつ湾フェリー株式会社 29 5 73.5 29 0 0 0 0

八戸臨海鉄道株式会社 33 799 165.0 0 0 0 0 0

財団法人青森県生活衛生営業指導センター △ 0 11 1.5 24 0 0 0 0

財団法人２１あおもり産業総合支援センター 66 2,626 390.0 306 8,066 0 3,231 235

財団法人むつ小川原地域・産業振興財団 83 5,748 10.0 0 0 0 0 0

むつ小川原原燃興産株式会社 116 348 2.5 0 0 0 0 0

新むつ小川原株式会社 83 73,554 8,594.9 6 0 0 0 0

むつ小川原石油備蓄株式会社 166 265 17.5 0 0 0 0 0

株式会社青森データシステム △ 21 11 17.5 0 0 0 0 0

社団法人青森県産業振興協会 △ 22 523 6.0 0 0 0 0 0

社団法人青い森農林振興公社 △ 65 487 5.1 763 21,482 0 14,939 13,669

社団法人青森県青果物価格安定基金協会 △ 0 3,155 95.0 951 0 0 0 0

社団法人青森県畜産協会 1 105 25.0 1 0 0 0 0

社団法人青森県畜産物価格安定基金協会 △ 1 593 160.0 0 0 0 0 0

社団法人青森県水産振興会 0 21 9.6 0 0 0 0 0

財団法人むつ小川原漁業操業安全協会 0 1,603 500.0 0 0 0 0 0

社団法人青森県栽培漁業振興協会 43 757 270.0 31 0 0 0 0

青森県土地開発公社 △ 66 257 10.0 106 0 2,323 0 1,171

財団法人青森県建設技術センター 106 893 3.0 0 0 0 0 0

青森県道路公社 6 8,242 8,235.5 0 1,832 589 14,084 9,952

青森空港ビル株式会社 117 2,738 884.0 0 0 0 0 0

財団法人青森県フェリー埠頭公社 197 3,638 20.0 0 1,359 0 0 0

青森県住宅供給公社 △ 102 6,945 5.5 0 0 0 0 0

株式会社建築住宅センター △ 26 47 15.0 0 0 0 0 0

財団法人青森県育英奨学会 1,096 4,262 1.0 1,102 0 0 0 0

財団法人青森県国際交流協会 △ 6 554 15.0 5 0 0 0 0

財団法人棟方志功記念館 △ 183 729 1.0 8 0 0 0 0

財団法人暴力追放青森県民会議 2 732 581.0 0 0 0 0 0

財団法人青森学術文化振興財団 △ 4 2,230 1,000.0 0 0 0 0 0

地方公社・第三セクター等　計 21,444.2 3,333 32,738 2,912 32,254 25,028

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 7,061

減 債 基 金 24,604

その他充当可能基金 36,674

充 当 可 能 基 金 計 68,338

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.49 0.53 0.04 △ 3.75 △ 5.00 19.5

連 結 実 質 赤 字 比 率 2.79 △ 8.75 △ 25.00 239.1

実 質 公 債 費 比 率 14.6 15.8 1.2 25.0 35.0 284.7

将 来 負 担 比 率 236.1 400.0 350.1

財 政 力 指 数 0.29357 0.31338 0.01981 3.6

経 常 収 支 比 率 95.6 99.7 4.1

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
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